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(57)【要約】
【課題】　収納箱外部の物体との接触でハンドル構造が
破損したり、ハンドル構造と接触した物体が破損するな
どの事故が起こりにくく、防犯性の高い収納箱の蓋構造
を得る。
【解決手段】　固定枠体と、固定枠体に開閉可能に取り
付けられている蓋と、蓋を開閉するハンドル構造と、施
錠機構とで構成される、蓋が固定枠体にその一側縁基端
部においてその他端部が上下に回動するように固定枠体
に取り付けられている収納箱の蓋構造において、蓋開閉
ハンドル構造が、ハンドル部材と、蓋のウイング表面に
設けられたハンドル部材収納用の凹所を備えるハウジン
グ部と、ハンドル部材の一端に設けられた係止爪とを備
え、ハンドル部材の一端に設けられた係止爪により蓋が
固定枠体に係止された状態において、ハンドル部材が蓋
のウイング表面に完全に入った状態になり、その状態で
施錠機構が施錠されると固定枠体から係止部材が突出し
て前記ハンドル部材が固定されるように構成する。
【選択図】　　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定枠体と、前記固定枠体に開閉可能に取り付けられている蓋と、前記蓋を開閉するハ
ンドル構造と、施錠機構とで構成される、前記蓋が前記固定枠体にその一側縁基端部にお
いてその他端部が上下に回動するように前期固定枠体に取り付けられている収納箱の蓋構
造であって、
　前記ハンドル構造が、ハンドル部材と、前記蓋のウイング表面に設けられたハンドル部
材収納用の凹所を備えるハウジング部と、前記ハンドル部材の一端に設けられた係止爪と
を備え、前記ハンドル部材の一端に設けられた係止爪により前記蓋が前記固定枠体に係止
された状態において、前記ハンドル部材が前記蓋のウイング表面に完全に入った状態にな
るように構成され、その状態で前記施錠機構が施錠されると前記固定枠体から係止部材が
突出した状態で固定されて前記ハンドル部材が係止されることを特徴とする収納箱の蓋構
造。
【請求項２】
　請求項１記載の収納箱の蓋構造において、
　前記ハウジング部材と前記ハンドル部材とからなる前記蓋開閉ハンドル構造とを備え、
前記ハンドル部材は前記ハウジング部材に一端側を支点として他端側を前記凹所から起伏
可能に収納され、前記ハンドル部材が伏臥状態であるとき、前記ハンドル部の支点側一端
に設けられた係止爪により前記蓋が前記固定枠体に係止されることを特徴とする収納箱の
蓋構造。
【請求項３】
　請求項２に記載の収納箱の蓋構造において、
　前記ハンドル部材が、ハンドル部材の伏臥状態における蓋外側の面から蓋内側の面まで
を貫通する孔部を有していることを特徴とする収納箱の蓋構造。
【請求項４】
　請求項３に記載の収納箱の蓋構造において、
　前記ハウジング部材の内側面が前記ハンドル部材の孔部に嵌め込まれるように隆起する
ように構成されていることを特徴とする収納箱の蓋構造。
【請求項５】
　請求項２乃至請求項４のいずれか１項に記載の収納箱の蓋構造において、
　前記ハンドル構造が、弾性部材によりハンドル部材を起立させる機構を備えることを特
徴とする収納箱の蓋構造。
【請求項６】
　請求項１記載の収納箱の蓋構造において、
　前記ハウジング部材と前記ハウジング部材に摺動可能に収納されたハンドル部材とから
なる前記蓋開閉ハンドル構造とを備え、前期ハウジング部材に摺動可能に収納されたハン
ドル部材は前記蓋のウイング表面に沿って前記蓋のウイング表面の中心部と固定枠対との
間で摺動可能に収納され、前記ハンドル部材を前期固定枠体側に摺動させたとき、前記ハ
ンドル部の固定枠体側一端に設けられた係止爪により前記蓋が前記固定枠体に係止される
ことを特徴とする収納箱の蓋構造。
【請求項７】
　請求項６に記載の収納箱の蓋構造において、
　前記蓋開閉ハンドル構造が蓋のウイング表面の中央部側から前記ハンドル部材を前記固
定枠体側に摺動させるように前記ハウジング部材に取り付けられた弾性部材を備えること
を特徴とする収納箱の蓋構造。
【請求項８】
　請求項１乃至請求項７のいずれか１項に記載の収納箱の蓋構造において、
　前記前記ハウジング部材が前記蓋のウイング表面を成型して設けた凹部であることを特
徴とする収納箱の蓋構造。
【請求項９】
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　請求項１乃至請求項８のいずれか１項に記載の収納箱の蓋構造において、
　前記施錠機構がＩＣカード等の非接触電子キーによって施錠・解錠動作する制御部及び
この制御部の電源となる電池を備えた電子錠機構を有することを特徴とする収納箱の蓋構
造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、屋外において使用する収納箱の蓋構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インターネット宅配が普及し、また、宅配業者が店舗受付のみならず集荷を積極的に行
うようになったため、宅配便の利用回数が増加している。
【０００３】
　しかし、労働時間の多様化や共稼ぎの核家族などで不在がちな家庭においては、宅配便
の受け取りや集荷サービスについて、十分に利用できないという悩みがあり、一方宅配業
者側も、再配達率が高くなって業務効率が悪くなったり集荷のために不規則な時間に顧客
宅を訪問しなければならないなどの悩みがあり、そこで、一般住宅においても玄関壁や門
塀、マンションなどの通路などに設置でき、不在時の集荷や荷受を可能にした収納箱によ
る宅配ボックスが開発されている。
【０００４】
　そこで、利用者の不在時に集荷や荷受のため屋外に荷物を入れた状態で置いておくこと
が必要であるため、収納箱の蓋に施錠機構と操作用ハンドルと別個に備える収納箱の蓋構
造が知られている（特許文献１）。
【０００５】
　また、構造が簡単で低コストで製作できる、収納箱と蓋を南京錠やダイヤル式南京錠で
施錠する収納箱の蓋構造が知られている（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】実開平６－２８１４２号公報
【０００７】
【特許文献２】特開２０１１－４１７１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、宅配ボックスは集合住宅の廊下など狭い場所に配置することも多く、突出した
ハンドル構造を有していると、収納箱外部の物体との接触によりハンドル構造が破損して
防犯効果が不十分となり、また、ハンドル構造と接触した物体が破損するなどの事故が起
こることが考えられる。
【０００９】
　また、施錠機構と操作用ハンドルとを別個に備えるとそれぞれに機構を備える必要があ
りコストがその分かかり、比較的低コストの南京錠は市販のワイヤーカッターでＵ字型の
棒を切断して解錠することができ、防犯効果が十分ではない。
【００１０】
　本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであり、収納箱の蓋に設けられたハンド
ル構造が収納箱外部の物体との接触により破損して防犯効果が不十分となったり、ハンド
ル構造と接触した物体が破損するなどの事故が起こりにくく、また、低コストの収納箱の
蓋構造を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
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　このような目的に応えるために本発明（請求項１記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は
、固定枠体と、前記固定枠体に開閉可能に取り付けられている蓋と、前記蓋を開閉するハ
ンドル構造と、施錠機構とで構成される、前記蓋が前記固定枠体にその一側縁基端部にお
いてその他端部が上下に回動するように前期固定枠体に取り付けられている収納箱の蓋構
造であって、前記ハンドル構造が、ハンドル部材と、前記蓋のウイング表面に設けられた
ハンドル部材収納用の凹所を備えるハウジング部と、前記ハンドル部材の一端に設けられ
た係止爪とを備え、前記ハンドル部材の一端に設けられた係止爪により前記蓋が前記固定
枠体に係止された状態において、前記ハンドル部材が前記蓋のウイング表面に完全に入っ
た状態になるように構成され、その状態で前記施錠機構が施錠されると前記固定枠体から
係止部材が突出した状態で固定されて前記ハンドル部材が係止されることを特徴とする。
【００１２】
　このような構成によれば、前記蓋開閉ハンドル構造のハンドル部材が、施錠時には前記
蓋のウイング表面に完全に入るように構成されているため収納箱外部の物体との接触によ
りハンドル構造が破損して防犯性が不十分になったり、ハンドル構造と接触した物体が破
損するなどの事故が起こることがなく、また、蓋をこじ開けづらいため防犯性が高いとい
う利点がある。
【００１３】
　本発明（請求項２記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項１に記載の収納箱の蓋
構造において、前記ハウジング部材と前記ハンドル部材とからなる前記蓋開閉ハンドル構
造とを備え、前記ハンドル部材は前記ハウジング部材に一端側を支点として他端側を前記
凹所から起伏可能に収納され、前記ハンドル部材が伏臥状態であるとき、前記ハンドル部
の支点側一端に設けられた係止爪により前記蓋が前記固定枠体に係止されることを特徴と
する
【００１４】
　このような構成によれば、前記蓋を閉めてから前記ハンドル部材を外部の物体と接触し
ないように伏臥状態にすると同時に前記蓋が前記固定枠体に係止され、一つの部材に一つ
の操作をするだけでハンドル部を伏臥状態にすることと蓋を固定枠体に係止することの二
つの動作ができる上に、前記蓋開閉ハンドル構造の部品数を減らしてコストダウンにつな
げることできるという利点がある。
【００１５】
　本発明（請求項３記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項２に記載の収納箱の蓋
構造において、前記ハンドル部材が、ハンドル部材の伏臥状態における蓋外側の面から蓋
内側の面までを貫通する孔部を有していることを特徴とする。
【００１６】
　このような構成によれば、利用者は起立状態にあるハンドル部材の孔部に指をかけてハ
ンドル部材を引くことができ、それにより蓋を容易にあけることができるという利点があ
る。
【００１７】
　本発明（請求項４記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項３に記載の収納箱の蓋
構造において、前記ハウジング部材の内側面が前記ハンドル部材の孔部に嵌め込まれるよ
うに隆起するように構成されていることを特徴とする。
【００１８】
　このような構成によれば、伏臥状態にあるハンドル部材の孔部に指をかけてハンドル部
材を引くことが困難となり、それにより防犯効果を高めることができるという利点がある
。
【００１９】
　本発明（請求項５記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項２乃至請求項４のいず
れか1項に記載の収納箱の蓋構造において、前記ハンドル構造が、弾性部材によりハンド
ル部材を起立させる機構を備えることを特徴とする。
【００２０】
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　このような構成によれば、前記ハンドル部材が伏臥状態であるときはハンドル部材前記
蓋のウイング表面に完全に入った状態であるため、利用者がハンドル部材を把持するのが
難しくても、解錠時にハンドル部材が自動的に起立することで利用者が容易にハンドル部
材を把持して蓋を開けることができるという利点がある。
【００２１】
　本発明（請求項６記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項１に記載の収納箱の蓋
構造において、前記ハウジング部材と前記ハウジング部材に摺動可能に収納されたハンド
ル部材とからなる前記蓋開閉ハンドル構造とを備え、前期ハウジング部材に摺動可能に収
納されたハンドル部材は前記蓋のウイング表面に沿って前記蓋のウイング表面の中心部と
固定枠対との間で摺動可能に収納され、前記ハンドル部材を前期固定枠体側に摺動させた
とき、前記ハンドル部の固定枠体側一端に設けられた係止爪により前記蓋が前記固定枠体
に係止されることを特徴とする。
【００２２】
　このような構成によれば、前記ハンドル部材は常に前記蓋のウイング表面に完全に入っ
た状態になっていても利用者はハンドルを摺動させることは容易であり、ハンドル部材を
摺動させる一つの操作をするだけでハンドル部を固定枠体に係止したり係止を解除したり
することができる上に、前記蓋開閉ハンドル構造の部品数を減らしてコストダウンにつな
げることできるという利点がある。
【００２３】
　本発明（請求項７記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項６に記載の収納箱の蓋
構造において、前記蓋開閉ハンドル構造が蓋のウイング表面の中央部側から前記ハンドル
部材を前記固定枠体側に摺動させるように前記ハウジング部材に取り付けられた弾性部材
を備えることを特徴とする。
【００２４】
　このような構成によれば、前記蓋を閉めると、前記ハンドル部材が前記蓋のウイング表
面中央部から前記固定枠体側に自動的に摺動して前記ハンドル部の一端に設けられた係止
爪で前記蓋を前記固定枠体に固定することができるという利点がある。
【００２５】
　本発明（請求項８記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項１乃至請求項７のいず
れか１項に記載の収納箱の蓋構造において、前記前記ハウジング部材が前記蓋のウイング
表面外面を成型して設けた凹部であることを特徴とする。
【００２６】
　このような構成によれば、蓋部材とハウジング部材の間に接合部がないため、接合部の
強度が不足することにより蓋のウイング表面とハウジング部材がはずれてしまい蓋が開い
てしまうことを防ぐことができるという利点がある。
【００２７】
　本発明（請求項９記載の発明）に係る収納箱の蓋構造は、請求項１乃至請求項８のいず
れか１項に記載の収納箱の蓋構造において、
　前記施錠機構がＩＣカード等の非接触電子キーによって施錠・解錠動作する制御部及び
この制御部の電源となる電池を備えた電子錠機構を有することを特徴とする。
【００２８】
　このような構成によれば、キーの紛失などの事態が生じたときでも、電子キーのコード
を変更することで、施錠機構本体の交換などの煩雑な措置をとらずに紛失などされたキー
を無効化することができるという利点がある。
【発明の効果】
【００２９】
　以上説明したように本発明に係る収納箱の蓋構造によれば、ハンドル構造の破損を防ぎ
防犯効果が高く、外部の物体を破損させる事故も起こりにくく、低コストの収納箱の蓋構
造を提供できるという優れた効果がある。
【図面の簡単な説明】
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【００３０】
【図１】本発明に係る収納箱の蓋構造の一実施例を示し、収納箱の蓋構造の、ハンドル部
材が起立状態の斜視図である。
【図２】図１において起伏式ハンドル部材が伏臥状態の斜視図である。
【図３】図２における収納箱の蓋構造の正面図である。
【図４】図２における収納箱の蓋構造のＡ-Ａ断面図である。
【図５】図３における収納箱の蓋構造の拡大Ａ－Ａ断面図である。
【図６】図３のＡ-Ａにおける前記ハンドル機構２０において前記起伏式ハンドル部材２
２が起立状態の拡大断面図である。
【図７】図１における蓋開閉ハンドル構造の起伏式ハンドル部材をはずした拡大斜視図で
ある。
【図８】図１における収納箱の蓋構造の右側面図である。
【図９】図８のＢ－Ｂ断面図である。
【図１０】図５においてハンドル部材の支点と反対側の一端を蓋のウイング表面から押し
込んだ状態の側面図である。
【図１１】本発明に係る収納箱の蓋構造の他の実施例を示し、収納箱の蓋構造の、蓋が閉
じた状態の正面図である。
【図１２】図１１における収納箱の蓋構造の、蓋が開いた状態の斜視図である。
【図１３】図１１における収納箱の蓋構造の正面図である。
【図１４】図１３のＣ－Ｃにおける拡大断面図である。
【図１５】図１１における収納箱の蓋構造の正面図である。
【図１６】図１５のＤ-Ｄにおける前記摺動式ハンドル部材２３の係止爪２３ｂが固定枠
体１２に係止された状態の拡大断面図である。
【図１７】図１６において解錠装置の操作により係止部材３２が固定枠体１２に埋没した
状態の拡大断面図である。
【図１８】図１７においてハンドル部材を摺動させて係止爪２３ｅが固定枠体１２との係
止状態を解除された状態の拡大断面図である。
【図１９】図１８において解錠装置の操作終了により係止部材３２が固定枠体１２から突
出し、蓋１１が係止部材３２により押し上げられている状態の拡大断面図である。
【図２０】本発明に係る収納箱の蓋構造の実施例において、収納箱の蓋構造の電池の収納
状態を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　本発明は以上のような構成であるので、これを図面に基づきながら本発明の実施の形態
を説明する。
【実施例１】
【００３２】
　図１乃至図１０は本発明に係る収納箱の蓋構造の一実施例を示す。
　これらの図において、全体を符号１０で示すものは本発明を特徴づける収納箱の蓋構造
である。
【００３３】
　図１、図２において、符号１２は、本発明に係る収納箱の蓋構造１０を構成する固定枠
体であり、該収納箱の蓋構造１０はこの固定枠体１２に蓋開閉ハンドル構造２０を備えた
蓋１１を装着することにより構成される。前記蓋開閉ハンドル構造２０は図６などに示さ
れるハウジング部材２１と起伏式ハンドル部材２２とを備える。
【００３４】
　図４において、前記蓋１１は、前記扉開閉ハンドル構造２０を備え、前記固定枠体１２
に蓋の一側縁基端を支点１３として開閉可能に取り付けられている。
【００３５】
　図５は施錠状態であり、ハンドル部材２２は、ハンドル部材の一端に設けられた係止爪
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２２ｅにより固定枠体１２に係止され、固定枠体１２からは係止部材３２が突出すること
によりハンドル部材の屈曲部２２ｄを係止している。
【００３６】
　図６は解錠状態であり、解錠操作により係止部材３２が引き下げられて固定枠体１２に
埋没し、ハンドル部材２２は支点２２ａを支点として回転し、係止爪２２ｅが固定枠体１
２への係止を解除されている。この状態でハンドル部材２２を引き上げれば、蓋１１が開
く。施錠状態では係止部材３２はばね３３により押し上げられて固定枠体１２から突出し
ているが、解錠操作を行うとソレノイド３２ａが通電されて磁力を発し、係止部材の下部
に位置する磁石と引き合って引き下げられ、係止部材３２は固定枠体１２に埋没し、ハン
ドル部材屈曲部２２ｄへの係止が解除される。
【００３７】
　図７において、ハウジング部材内側面２４にハンドル起立機構３１を設ける。ここに弾
性部材を直接設置したり、ねじりばねと板部材を組み合わせた機構を設置したりすること
により、固定枠体１２への係止が解除されたハンドル部材２２は自動的に起立状態となる
。
【００３８】
　ハンドル起立機構３１は図９のように、ハンドル部材２２の下面に弾性部材を直接設置
したり、ねじりばねと板部材を組み合わせた機構を設置してもよい。
【００３９】
　図１０のように、ハンドル部材の支点と反対側の一端２２ｃを蓋のウイング表面１１ａ
より中に押し込むように構成すれば、こじ開けにくくなり防犯性が増す。
【００４０】
　図１０の状態から図９の状態へハンドル部材２２を伏臥させると、ばね３３の弾力で係
止部材３２が押し上げられて、施錠される。
【実施例２】
【００４１】
　　これらの図において、全体を符号１０で示すものは本発明を特徴づける収納箱の蓋構
造である。図１１、図１２において、蓋開閉ハンドル構造２０は摺動式ハンドル部材２３
を備える。
【００４２】
　図１４において、蓋開閉ハンドル構造２０はハンドル部材２３の下部にばねを備え、蓋
のウイング表面１１ａの中央部側から固定枠体１２側へハンドル部材２３を摺動させるよ
うに構成されている。これにより蓋１１を閉じると、ハンドル部材の係止爪が自動的に固
定枠体１２に係止するようになっている。
【００４３】
　図１６は施錠状態であり、ハンドル部材２３は、ハンドル部材の一端に設けられた係止
爪２３ｅにより固定枠体１２に係止され、固定枠体１２からは係止部材３２が突出するこ
とによりハンドル部材の屈曲部２３ｄを係止している。
【００４４】
　図１７は解錠状態であり、解錠操作により係止部材３２が引き下げられて固定枠体１２
に埋没し、ハンドル部材２３は蓋のウイング方面１１ａ中央部側に摺動可能となっている
。施錠状態では係止部材３２はばね３３により押し上げられて固定枠体１２から突出して
いるが、解錠操作を行うとソレノイド３２ａが通電されて磁力を発し、係止部材の下部に
位置する磁石と引き合って引き下げられ、係止部材３２は固定枠体１２に埋没し、ハンド
ル部材屈曲部２３ｄへの係止が解除される。
【００４５】
　図１８において、図１７の状態からハンドル部材２３を蓋のウイング方面１１ａ中央部
側に摺動させた状態である。ハンドル部材の蓋のウイング表面の中心部側の一端２３ｂが
ハウジング部材２１に開けた孔を通ることで、摺動動作を安定させている。
【００４６】
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　図１９は、図１８の状態から解錠操作を終了させると、係止部材３２がばね３３の弾力
で押し上げられて固定枠体１２から突出し、それにより蓋開閉ハンドル構造を備える蓋１
１自体が押し上げられる。
【００４７】
　図１９の状態から図１８、図１７、図１６の状態へとハンドル部材２３を押し下げて摺
動させると、ばね３３の弾力で係止部材３２が押し上げられて、施錠される。
【００４８】
　本発明に係る収納箱の蓋構造の施錠機構４０がＩＣカード等の非接触電子キーによって
施錠・解錠動作する制御部及びこの制御部の電源となる電池を備えた電子錠機構を有する
場合、図２０に示すように、電池４３はコードを介して収納箱部に設けたポケットに収納
すると、固定枠体１２の中に開閉式の電池ボックスなどを備えなくてもよい。
【００４９】
　なお、本発明は上述した実施の形態で説明した構造には限定されず、各部の形状、構造
等を適宜変形、変更し得ることはいうまでもない。
　例えば、施錠機構はシリンダー錠など非接触電子キーでないものでもよい。
　また、係止部材１２を上下させる機構は、モーターによるものを用いてもよい。
【符号の説明】
【００５０】
１０　収納箱の蓋構造
１１　蓋
１１ａ　蓋のウイング表面
１２　固定枠体
１３　蓋の支点
２０　蓋開閉ハンドル構造
２１　ハウジング部材
２２　起伏式ハンドル部材
２２ａ　起伏式ハンドル部材の支点
２２ｂ　起伏式ハンドル部材の支点側一端
２２ｃ　起伏式ハンドル部材の支点と反対側の一端
２２ｄ　起伏式ハンドル部材の屈曲部
２２ｅ　起伏式ハンドル部材の係止爪
２３　摺動式ハンドル部材
２３ａ　摺動式ハンドル部材のノブ
２３ｂ　摺動式ハンドル部材の蓋のウイング表面の中央部側の一端
２３ｃ　摺動式ハンドル部材の蓋の固定枠体側の一端
２３ｄ　摺動式ハンドル部材の屈曲部
２３ｅ　摺動式ハンドル部材の係止爪
２４　ハウジング部材内側面
２４ａ　ハウジング部材内側面隆起部
３１　ハンドル起立機構
３２　係止部材
３２ａ　ソレノイド
３３　ばね
４０　施錠機構
４１　制御部
４２　解錠装置
４２ａ　磁石
４３　電池
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